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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　熱可塑性樹脂を含有する樹脂組成物を射出発泡成形する工程を有し、
　前記樹脂組成物が、無機フィラーを全樹脂組成物中２０質量％以上含有し、
　前記射出発泡成形する工程において、前記樹脂組成物に、圧力が１ＭＰａ以上１０ＭＰ
ａ以下の気体を、前記射出発泡成形する工程で得られる発泡成形品の、金型寸法から算出
される基準重量に対する重量減少率が３％以上１２％以下となる量で接触させ、
　前記樹脂組成物の溶融粘度が１００Ｐａ・ｓを超え６００Ｐａ・ｓ以下であり、
　前記溶融粘度は、
　熱可塑性樹脂中に最も添加量が多い熱可塑性樹脂が結晶性樹脂である場合は融点よりも
３０℃高い温度においてせん断速度１２１６ｓｅｃ－１で測定した溶融粘度であり、
　熱可塑性樹脂中に最も添加量が多い熱可塑性樹脂が非晶性樹脂である場合はガラス転移
温度よりも１２０℃高い温度においてせん断速度１２１６ｓｅｃ－１で測定した溶融粘度
である、発泡成形品の製造方法。
【請求項２】
　前記樹脂組成物の溶融粘度が１５０Ｐａ・ｓ以上６００Ｐａ・ｓ以下である、請求項１
に記載の発泡成形品の製造方法。
　発泡成形品の製造方法。
【請求項３】
　前記樹脂組成物が、熱可塑性エラストマーを熱可塑性樹脂１００質量部に対して１質量
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部以上５０質量部以下含む、請求項１又は２に記載の発泡成形品の製造方法。
【請求項４】
　前記熱可塑性樹脂が、ポリアリーレンサルファイド樹脂、ポリエチレンテレフタレート
樹脂、ポリブチレンテレフタレート樹脂から選択される少なくとも一種を含有する、請求
項１から３のいずれか一項に記載の発泡成形品の製造方法。
【請求項５】
　重量減少率が０％の基準成形品に対するＩＳＯ１７８に準拠して測定した曲げ強さの保
持率が８０％以上である発泡成形品を得る、請求項１から４のいずれか一項に記載の発泡
成形品の製造方法。
【請求項６】
　前記射出発泡成形する工程で得られた発泡成形品を１００～３５０℃で１～１２０分間
加熱処理する工程を有する、請求項１から５のいずれか一項に記載の発泡成形品の製造方
法。
【請求項７】
　前記加熱処理する工程後の発泡成形品の表面に最大径が２ｍｍ～５ｍｍであり高さが０
．２ｍｍ～１ｍｍである膨出部が形成されていない、請求項６に記載の発泡成形品の製造
方法。
【請求項８】
　配管部品用の発泡成形品を得る、請求項１から７のいずれか一項に記載の発泡成形品の
製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、発泡成形品の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　樹脂を射出成形する際に、溶融樹脂を常圧で金型内に流し込むだけでは金型内への樹脂
の充填が不十分となり、ヒケやボイド等の成形不良や成形ショット間での品質のばらつき
の原因となる場合がある。これを防ぐために、溶融樹脂を金型内に注入する際に圧力を付
加して金型内に十分な量の樹脂を充填することが行われている。しかしながら、ある程度
流動性の高い樹脂を射出成形する場合は、成形時に付加された圧力によって、溶融樹脂が
金型のガス抜き用ベント部や金型の合せ面であるパーティングラインの隙間から漏れ出て
バリが発生する場合がある。このようなバリを抑制する方法としては、金型のパーティン
グラインを極力少なくする方法（例えば成形品のアンダーカット部に対応する金型を、ス
ライド構造にするのではなく無理抜き構造にする方法）や、樹脂にバリ止め剤を添加する
方法等があるが、無理抜き成形は製品の設計上の制約から適用できない場合があり、バリ
止め剤を添加すると樹脂の流動性が損なわれてしまう場合がある。また、特定の粘度を有
する熱可塑性樹脂組成物に、超臨界状流体を注入して射出発泡成形することによりバリを
低減させる方法がある（特許文献１）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２００４－２７６５７４号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　超臨界状流体を注入した樹脂を射出発泡成形する場合、超臨界状流体の注入時の圧力は
、理論上は流体の臨界圧以上とすればよいとされているが、実際は、超臨界状流体の導入
量を正確に計量する目的等のため、臨界圧をはるかに超える高圧（例えば１０ＭＰａを超
える圧力）とされることが通常である。しかしながら、流体の注入時に１０ＭＰａを超え
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る高い圧力を加えると、得られる成形品の表面がざらついた外観になったり、加熱処理後
に表面にブリスターと呼ばれる微細な気泡状の膨出部が形成されたりして、成形品の外観
が悪くなってしまう場合がある。反対に、流体の注入時の圧力が低すぎると、金型内への
樹脂の充填が不十分となり、ショートショットあるいは連続成形でのショット間の品質ば
らつきが生じ成形が困難となってしまったり、ヒケの発生による外観不良が生じてしまう
。
【０００５】
　本発明は、良外観性を保ちつつバリを抑制することが可能な発泡成形品の製造方法を提
供することを課題とする。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明は、以下に関する。
［１］熱可塑性樹脂を含有する樹脂組成物を射出発泡成形する工程を有し、前記樹脂組成
物が、無機フィラーを全樹脂組成物中２０質量％以上含有し、前記射出発泡成形する工程
において、前記樹脂組成物に、圧力が１ＭＰａ以上１０ＭＰａ以下の気体を、前記射出発
泡成形する工程で得られる発泡成形品の、金型寸法から算出される基準重量に対する重量
減少率が３％以上１２％以下となる量で接触させる、発泡成形品の製造方法。
［２］前記樹脂組成物の溶融粘度が１００Ｐａ・ｓ以上６００Ｐａ・ｓ以下である、［１
］に記載の発泡成形品の製造方法。
［３］前記樹脂組成物が、熱可塑性エラストマーを熱可塑性樹脂１００質量部に対して１
質量部以上５０質量部以下含む、［１］又は［２］に記載の発泡成形品の製造方法。
［４］前記熱可塑性樹脂が、ポリアリーレンサルファイド樹脂、ポリエチレンテレフタレ
ート樹脂、ポリブチレンテレフタレート樹脂から選択される少なくとも一種を含有する、
［１］から［３］のいずれかに記載の発泡成形品の製造方法。
［５］重量減少率が０％の基準成形品に対するＩＳＯ１７８に準拠して測定した曲げ強さ
の保持率が８０％以上である発泡成形品を得る、［１］から［４］のいずれかに記載の発
泡成形品の製造方法。
［６］前記射出発泡成形する工程で得られた発泡成形品を１００～３５０℃で１～１２０
分間加熱処理する工程を有する、［１］から［５］のいずれかに記載の発泡成形品の製造
方法。
［７］前記加熱処理する工程後の発泡成形品の表面に膨出部が形成されていない、［６］
に記載の発泡成形品の製造方法。
［８］配管部品用の発泡成形品を得る、［１］から［７］のいずれかに記載の発泡成形品
の製造方法。
【発明の効果】
【０００７】
　本発明によれば、良外観性を保ちつつバリを抑制することが可能な発泡成形品の製造方
法を提供することができる。
【発明を実施するための形態】
【０００８】
　以下、本発明の一実施形態について詳細に説明する。本発明は、以下の実施形態に限定
されるものではなく、本発明の効果を阻害しない範囲で適宜変更を加えて実施することが
できる。
【０００９】
［発泡成形品の製造方法］
　本実施形態に係る発泡成形品（以下、単に「成形品」ともいう。）の製造方法は、熱可
塑性樹脂を含有する樹脂組成物を射出発泡成形する工程（以下、単に「射出発泡成形工程
」ともいう。）を有する。なお、発泡成形品とは、射出発泡成形により成形され、内部に
気泡構造を有する成形品のことをいう。
【００１０】
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（樹脂組成物）
　樹脂組成物は、熱可塑性樹脂を含有する。熱可塑性樹脂としては、射出成形に用いるこ
とができる熱可塑性樹脂であればよく、特に限定されない。熱可塑性樹脂としては、ポリ
アミド、ポリエステル、ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）、アクリル、ポリオレフ
ィン、アラミド、ポリエチレンナフタレート、ポリブチレンテレフタレート、ポリアリー
レンサルファイド、ポリアセタール、液晶ポリマー（芳香族ポリエステル、芳香族ポリエ
ステルアミド等）、ポリイミド、ポリアリレート、ポリエーテルイミド、ポリエーテルエ
ーテルケトン等が挙げられる。これらは単独又は２種以上組み合わせて使用することが可
能である。中でも、機械的特性、耐熱性、耐薬品性に優れる点で、ポリアミド、ポリエチ
レンテレフタレート、ポリブチレンテレフタレート、ポリアリーレンサルファイド、ポリ
アセタール、液晶ポリマー、ポリアリレート、ポリエーテルイミド、ポリエーテルエーテ
ルケトン、から選ばれる１種又は２種以上の樹脂を含むことが好ましく、更に成形性に優
れる点で、ポリアリーレンサルファイド、ポリエチレンテレフタレート、ポリブチレンテ
レフタレート、液晶ポリマーから選ばれる１種又は２種以上の樹脂を含むことがより好ま
しく、特に外観性に優れる点で、ポリエチレンテレフタレート及び／又はポリアリーレン
サルファイドが好ましい。
【００１１】
　熱可塑性樹脂の含有量は、樹脂の特性を十分発揮する点で、全樹脂組成物中３０質量％
以上であることが好ましく、５０質量％以上であることがより好ましく、６０質量％以上
であることがさらに好ましい。
【００１２】
　樹脂組成物の溶融粘度は、当該樹脂組成物を構成する熱可塑性樹脂のうち、最も添加量
が多いものを基準に、当該熱可塑性樹脂が結晶性樹脂であれば融点＋３０℃、非晶性樹脂
であればガラス転移温度＋１２０℃、及びせん断速度１２１６ｓｅｃ－１で測定した溶融
粘度が、１００Ｐａ・ｓ以上６００Ｐａ・ｓ以下であることが好ましく、１５０Ｐａ・ｓ
以上５００Ｐａ・ｓ以下であることがより好ましく、２００Ｐａ・ｓ以上４００Ｐａ・ｓ
以下であることがさらに好ましい。この範囲にすることで、良好な成形性を確保しつつ、
外観が優れ、かつバリを抑制した成形品を得ることができる。樹脂組成物は、上記範囲の
溶融粘度を有する樹脂を１種又は２種以上含むことができる。
【００１３】
　樹脂組成物は、無機フィラーを、樹脂組成物全体に対して２０質量％以上、好ましくは
２５質量％以上含有する。無機フィラーが２０質量％未満の場合は、得られる成形品の表
面にブツと呼ばれる細かい凹凸やアバタと呼ばれる微細なヒケが形成されたり、バリが形
成されてしまったりして、良外観性とバリの抑制とを両立することが困難となる。無機フ
ィラーの含有量の上限値は、樹脂の流動性確保の点で、７０質量％以下であることが好ま
しく、５０質量％以下であることがより好ましく、４０質量％以下であることがさらに好
ましい。
【００１４】
　無機フィラーとしては、例えば、繊維状、粉粒状又は板状の無機フィラーを用いること
ができる。繊維状無機フィラーとしては、ガラス繊維、アスベスト繊維、シリカ繊維、シ
リカ・アルミナ繊維、アルミナ繊維、ジルコニア繊維、窒化硼素繊維、窒化珪素繊維、硼
素繊維、チタン酸カリウム繊維、さらにステンレス、アルミニウム、チタン、銅、真鍮等
の金属の繊維状物等を例示することができる。また、粉粒状フィラーとしては、シリカ、
石英粉末、ガラスビーズ、ミルドガラスファイバー、ガラスバルーン、ガラス粉、珪酸カ
ルシウム、珪酸アルミニウム、カオリン、タルク、クレー、珪藻土、ウォラストナイト等
の珪酸塩、酸化鉄、酸化チタン、酸化亜鉛、三酸化アンチモン、アルミナ等の金属の酸化
物、炭酸カルシウム、炭酸マグネシウム等の金属の炭酸塩、硫酸カルシウム、硫酸バリウ
ム等の金属の硫酸塩、その他フェライト、炭化珪素、窒化珪素、窒化硼素、各種金属粉末
等を例示することができる。また、板状フィラーとしては、マイカ、ガラスフレーク、各
種の金属箔等を例示することができる。これらの無機フィラーは、単独で又は二種以上組
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み合わせて使用することができる。
【００１５】
　無機フィラーの大きさは、本発明の効果を阻害しない範囲であれば、特に限定されない
。例えば、繊維状フィラーの平均径は、１μｍ～３０μｍ（好ましくは３μｍ～２０μｍ
）程度とすることができ、平均長は、例えば、１００μｍ～５ｍｍ（好ましくは３００μ
ｍ～４ｍｍ、さらに好ましくは５００μｍ～３．５ｍｍ）程度とすることができる。また
、板状又は粉粒状フィラーの平均一次粒子径は、例えば、１μｍ～５００μｍ、好ましく
は１０μｍ～１００μｍ程度とすることができる。なお、繊維状フィラーの平均径と平均
長、並びに板状又は粉状フィラーの平均一次粒子径は、樹脂組成物中に配合される前の繊
維状フィラー、板状又は粉状フィラーについて、ＣＣＤカメラで撮影した画像を解析し、
加重平均により算出した値である。
【００１６】
　樹脂組成物は、発泡成形品の強度（特に耐衝撃性）の低下を抑制するため、エラストマ
ーを含有してもよい。エラストマーの種類は特に制限されず、例えば、オレフィン系エラ
ストマー、スチレン系エラストマー、ポリエステル系エラストマー、ポリアミド系エラス
トマー、ウレタン系エラストマー及びコアシェル系エラストマー等が挙げられる。
【００１７】
　オレフィン系エラストマーとして好ましいものは、エチレン及び／又はプロピレンを主
成分とする共重合体であり、具体的にはエチレン－プロピレン共重合体、エチレン－ブテ
ン共重合体、エチレン－オクテン共重合体、エチレン－プロピレン－ブテン共重合体、エ
チレン－プロピレン－ジエン共重合体、エチレン－エチルアクリレート共重合体、エチレ
ン－酢酸ビニル共重合体、エチレン－グリシジルメタクリレート共重合体等が挙げられる
が、これに限定されるものではない。
【００１８】
　スチレン系エラストマーとしては、スチレン等のビニル芳香族化合物を主体とする重合
体ブロックと未水素化及び／又は水素化した共役ジエン化合物を主体とする重合体ブロッ
クとからなるブロック共重合体が挙げられるが、これに限定されるものではない。
【００１９】
　ポリエステル系エラストマーの例としては、ポリエチレンテレフタレートやポリブチレ
ンテレフタレートといった芳香族ポリエステルをハードセグメントとし、ポリエチレング
リコールやポリテトラメチレングリコールといったポリエーテル、またはポリエチレンア
ジペート、ポリブチレンアジペート、ポリカプロラクトンといった脂肪族ポリエステルを
ソフトセグメントとするブロック共重合体が挙げられるが、これに限定されるものではな
い。
【００２０】
　ポリアミド系エラストマーの例としては、ナイロン６、ナイロン６６、ナイロン１１、
ナイロン１２などをハードセグメントとし、ポリエーテルまたは脂肪族ポリエステルをソ
フトセグメントとするブロック共重合体が挙げられるが、これに限定されるものではない
。
【００２１】
　ウレタン系エラストマーの例としては、４，４’－ジフェニルメタンジイソシアネート
、４，４’－ジシクロヘキシルメタンジイソシアネート、トリレンジイソシアネート、ヘ
キサメチレンジイソシアネート等のジイソシアネートとエチレングリコール、テトラメチ
レングリコール等のグリコールとを反応させることによって得られるポリウレタンをハー
ドセグメントとし、ポリエチレングリコール、ポリプロピレングリコール、ポリテトラメ
チレングリコール等のポリエーテルもしくはポリエチレンアジペート、ポリブチレンアジ
ペート、ポリカプロラクトン等の脂肪族ポリエステルをソフトセグメントとするブロック
共重合体が挙げられるが、これに限定されるものではない。
【００２２】
　コアシェル系エラストマーは、コア層（コア部）と、このコア層（コア部の表面）の一
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部又は全部を被覆するシェル層とで構成された多層構造を有するポリマーである。コアシ
ェル系エラストマーはコア層がゴム成分（軟質成分）で構成され、特にアクリルゴム成分
（アクリル系ゴム）が望ましい。ゴム成分のガラス転移温度は、例えば、０℃未満（例え
ば、－１０℃以下）、好ましくは－２０℃以下（例えば、－１８０～－２５℃程度）、さ
らに好ましくは－３０℃以下（例えば、－１５０～－４０℃程度）であってもよい。
【００２３】
　ゴム成分としてのアクリル系ゴムは、アクリル系モノマー［特に、アルキルアクリレー
ト（ブチルアクリレートなどのアクリル酸Ｃ１－１２アルキルエステル、好ましくはアク
リル酸Ｃ１－８アルキル、さらに好ましくはアクリル酸Ｃ２－６アルキルエステル）など
のアクリル酸エステル］を主成分とするポリマーである。アクリル系ゴムは、アクリル系
モノマーの単独又は共重合体（アクリル系モノマー同士の共重合体、アクリル系モノマー
と他の不飽和結合含有モノマーとの共重合体など）であってもよく、アクリル系モノマー
（および他の不飽和結合含有モノマー）と架橋性モノマーとの共重合体であってもよい。
【００２４】
　エラストマーの含有量は、好ましくは、熱可塑性樹脂１００質量部に対して、１質量部
以上５０質量部以下であり、より好ましくは３質量部以上３０質量部以下、さらに好まし
くは５質量部以上１５質量部以下である。
【００２５】
　樹脂組成物は、必要に応じて、酸化防止剤、耐候安定剤、分子量調整剤、流動性調整剤
、紫外線吸収剤、近赤外線吸収剤、帯電防止剤、染料・顔料等の着色剤、潤滑剤、離型剤
、結晶化促進剤、結晶核剤、難燃剤、難燃助剤等を含有することができる。
【００２６】
　樹脂組成物の形態は、粉粒体混合物であってもよいし、ペレット等の溶融混合物（溶融
混練物）であってもよい。樹脂組成物の製造方法は特に限定されるものではなく、当該技
術分野で知られている設備及び方法を用いて製造することができる。例えば、必要な成分
を混合し、１軸又は２軸の押出機又はその他の溶融混練装置を使用して混練し、成形用ペ
レットとして調製することができる。押出機又はその他の溶融混練装置は複数使用しても
よい。また、全ての成分をホッパから同時に投入してもよいし、一部の成分はサイドフィ
ード口から投入してもよい。
【００２７】
（射出発泡成形工程）
　射出発泡成形工程では、上記樹脂組成物を射出発泡成形する。射出発泡成形は、上記樹
脂組成物に、圧力が１ＭＰａ以上１０ＭＰａ以下、好ましくは３ＭＰａ以上８ＭＰａ以下
の気体を接触させて射出成形することにより行う。圧力が１ＭＰａ未満では、金型内への
樹脂の充填が不十分となり成形が困難になってしまったり、金型内に樹脂を充填させるた
めに樹脂圧を高くすることによってバリが発生してしまったりすることがある。圧力が１
０ＭＰａを超えると、得られる成形品の表面がざらついた外観になったり、加熱処理後に
ブリスターが形成されやすくなったりする。
【００２８】
　気体は、加圧気体を用いることができ、窒素、二酸化炭素、圧縮空気、フロン、炭化水
素等を挙げることができる。これらの気体の種類によっては前述の圧力の範囲において相
変化が起こりうるが、本実施形態の説明においては、それらを含めて「気体」と称する。
【００２９】
　気体の樹脂組成物中への溶解量は、得られる成形品の金型寸法から算出される基準重量
に対する重量減少率と相関関係にある。本実施形態における気体の使用量は、射出発泡成
形工程で得られる成形品の、金型寸法から算出される基準重量に対する重量減少率が３％
以上１２％以下、好ましくは、５％以上１０％以下となる量である。気体の使用量を上記
の範囲とすることで、良外観性とバリの抑制効果とを両立することができる。気体の使用
量の調整は、金型内への溶融樹脂の射出量の調整により行うことができる。例えば、金型
内への溶融樹脂の射出量を少なくすると、気体の使用量を多くすることができる。
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【００３０】
　なお、「金型寸法から算出される基準重量」は、発泡成形ではない通常の射出成形によ
って、金型内に樹脂組成物を１００％充填して成形して得られる成形品の重量を意味する
。ここで、結晶性熱可塑性樹脂を含む樹脂組成物において、「１００％充填」とは、いわ
ゆるゲートシール時間以上の射出時間を確保することで、キャビティ内の樹脂組成物の充
填量が安定した状態を意味する。
【００３１】
　気体を樹脂組成物に接触させる方法は、通常の射出発泡成形と同様にして行うことがで
きる。例えば、熱可塑性樹脂を溶融させる、スクリューが設けられたシリンダと、該シリ
ンダ内に気体を供給する容器とを備える射出成形機を用いて行うことができる。気体の供
給方法は、特に限定されず、窒素ボンベ、二酸化炭素ボンベ、圧縮空気ボンベ等のボンベ
から供給弁を通じて射出発泡成形機に供給してもよく、その際に減圧弁を介して減圧して
供給してもよい。また、圧縮空気を用いる場合は、大気中の空気をコンプレッサー等で圧
縮して供給してもよい。
【００３２】
（加熱処理工程）
　本実施形態に係る発泡成形品の製造方法は、上記射出発泡成形工程の後に、射出発泡成
形工程で得られた成形品を１００～３５０℃で１～１２０分間加熱処理する工程を有して
いてもよい。加熱処理することにより、結晶化度を高め、機械的特性や寸法安定性を高め
ることができる。従来の発泡成形品の製造方法では、射出発泡成形後の成形品の表面の外
観が良好であったとしても、加熱処理すると表面に気泡状の微細な膨出部（ブリスター）
が形成される場合がある。特に、２００～３２０℃の高温で１～１０分程度熱処理される
リフローハンダ工程などにおいて、従来の発泡成形品ではブリスターの問題が発生する場
合があったが、本実施形態の発泡成形品の製造方法によれば、射出発泡成形工程の後に加
熱処理した場合でも、表面にブリスターが形成されることを防ぐことができ、良外観性を
保つことができる。
【００３３】
（他の工程）
　本実施形態に係る発泡成形品の製造方法は、通常の射出発泡成形で行われる、樹脂ペレ
ットと有機発泡剤及び／又は無機発泡剤やマイクロカプセルのドライブレンド工程等を有
することができる。
【００３４】
［発泡成形品］
　本実施形態に係る発泡成形品の製造方法によって得られる発泡成形品は、ＩＳＯ１７８
に準拠して測定した曲げ強さが、重量減少率０％の基準成形品に対する保持率として、８
０％以上であることが好ましく、９０％以上であることがより好ましい。「重量減少率が
０％の基準成形品」とは、発泡成形ではない通常の射出成形によって、金型内に樹脂組成
物を１００％充填して（結晶性樹脂においてはゲートシール時間を確保し重量を安定化し
た状態として）成形して得られる成形品のことを意味している。基準成形品に対する曲げ
強さの保持率を８０％以上とすることで、製品での使用時における機械的特性を大きく損
なわず使用することができる。
【００３５】
　この発泡成形品は、加熱処理後もブリスターが形成されにくい。よって、加熱処理工程
後の発泡成形品の表面に膨出部が形成されていないことが好ましい。なお、「膨出部」と
は、発泡成形品の表面から突出する気泡状の微細な膨らみのことをいう。ブリスターと呼
ばれる膨出部の場合、通常、最大径が２ｍｍ～５ｍｍ程度、高さが０．２ｍｍ～１ｍｍ程
度である。
【００３６】
（用途）
　本実施形態に係る発泡成形品の製造方法により得られる発泡成形品は、種々の用途に用



(8) JP 6934384 B2 2021.9.15

10

20

30

40

50

いることができる。特に、この発泡成形品は、良外観性に優れ、かつバリが抑制されてい
るので、バリが少ない成形品を用いることが好ましいとされる用途に好適に用いることが
できる。例えば、配管部品は、接合部分にバリが存在すると液漏れの原因となるため、バ
リが少ない成形品を用いることが好ましい。よって、本実施形態に係る発泡成形品の製造
方法により得られる発泡成形品は、流体配管部品用途（流体配管のジョイント部品用途、
流体配管用ポート部品用途）等に好適に用いることができる。流体配管部品用途としては
、例えば、冷温水配管部品用途を挙げることができる。
【実施例】
【００３７】
　以下実施例により本発明をさらに詳しく説明するが、本発明はこれらの実施例に何ら限
定されるものではない。
【００３８】
［材料］
　使用した樹脂組成物は以下のとおりである。なお、ポリアリーレンサルファイド樹脂組
成物（融点約２８０℃）の溶融粘度は、３１０℃及びせん断速度１２１６ｓｅｃ－１で測
定した値である。
　　ＰＰＳ１：ポリプラスチックス株式会社製、ポリアリーレンサルファイド樹脂にガラ
ス繊維（オーウェンス　コーニング　ジャパン合同会社製、平均長３ｍｍ、平均径１０μ
ｍ）を３０質量％含有する、溶融粘度２２０Ｐａ・ｓのポリアリーレンサルファイド樹脂
組成物
　　ＰＰＳ２：ポリプラスチックス株式会社製、ポリアリーレンサルファイド樹脂にガラ
ス繊維（オーウェンス　コーニング　ジャパン合同会社製、平均長３ｍｍ、平均径１０μ
ｍ）を４０質量％含有する、溶融粘度１６０Ｐａ・ｓのポリアリーレンサルファイド樹脂
組成物
　　ＰＰＳ３：ポリプラスチックス株式会社製、ポリアリーレンサルファイド樹脂にガラ
ス繊維（日本電気硝子株式会社製、平均長３ｍｍ、平均径１３μｍ）を４０質量％、タル
ク（松村産業株式会社製、平均径２．３μｍ）を１３質量％、ガラスビーズ（ポッターズ
・バロティーニ株式会社製、平均径２０μｍ）を７質量％含有する、溶融粘度２００Ｐａ
・ｓのポリアリーレンサルファイド樹脂組成物
　　ＰＰＳ４：ポリプラスチックス株式会社製、ポリアリーレンサルファイド樹脂１００
質量部に対して、オレフィン系エラストマーとして、日油株式会社製「モディパーＡ４３
００」及びダウ・ケミカル日本株式会社製「Ｅｎｇａｇｅ８４４０」を各５質量部含有し
、ガラス繊維（日本電気硝子株式会社製、平均長３ｍｍ、平均径１３μｍ）を樹脂組成物
全体の３０質量％含有する、溶融粘度４００Ｐａ・ｓのポリアリーレンサルファイド樹脂
組成物。
　　ＰＰＳ５：ポリプラスチックス株式会社製、ポリアリーレンサルファイド樹脂にガラ
ス繊維（日本電気硝子株式会社製、平均長３ｍｍ、平均径１３μｍ）を４０質量％含有す
る、溶融粘度３００Ｐａ・ｓのポリアリーレンサルファイド樹脂組成物
　なお、ＰＰＳ１からＰＰＳ５の各樹脂組成物は、上記以外にそれぞれ離型剤として約０
．２質量％のペンタエリスリトールテトラステアレートを含む。
【００３９】
［実施例１～１７、比較例１～１６］
　日本製鋼所製射出成形機（型締力４０トン）のシリンダ部にガス注入機構（窒素ボンベ
に接続された発泡剤供給機構と導入速度調整容器を備え、所定の圧力でガスを注入する機
構）を設置した射出発泡成形機を用いて、常時一定圧に制御した状態でシリンダの飢餓ゾ
ーンにダイレクトに注入した窒素ガスと、飢餓供給にてホッパより適正量のペレットを供
給して計量可塑化した、表１に示す各材料（熱可塑性樹脂組成物）の溶融樹脂とを混練さ
せた後、通常の射出成形と同等の射出保圧工程（ただし保圧力はゼロ設定）にて射出発泡
成形を行った。発泡成形品の重量減小率はＶ－Ｐ射出切替え位置の変更により調整した。
これにより、６０ｍｍ×６０ｍｍ×厚さ２ｍｍの平板状の発泡成形品（一辺の中央部に幅
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４ｍｍ×厚さ２ｍｍのサイドゲート）を得た。
　ここで、注入する気体の圧力（ガス圧）や成形時の樹脂温（シリンダ温度）等の各成形
条件を、表１に示す通り変化させた成形品も作製した。なお、ＰＰＳ１からＰＰＳ５の射
出発泡成形における金型温度は、いずれも１４０℃とした。
　また、「基準成形品（重量減少率０％）」として、通常の射出成形方法（窒素ガスを注
入せず、Ｖ－Ｐ射出切替え後は保圧力により充填する以外は上記と同様）により同様の平
板状成形品を作製した。
【００４０】
［評価］
（バリ）
　得られた発泡成形品の表面のバリの長さを計測し、以下の基準で評価した。結果を表１
に示した。なお、バリは、上記で用いた金型の場合、発泡成形品の一端面がいずれか一方
の主面側に張り出すように形成される。
　４：０．０５ｍｍ未満
　３：０．０５ｍｍ以上、０．１ｍｍ未満
　２：０．１ｍｍ以上、０．２ｍｍ未満
　１：０．２ｍｍ以上
【００４１】
（表面外観）
　株式会社ミツトヨ製ＳＵＲＦＴＥＳＴ　ＥＸＴＲＥＭＥ　ＳＶ－３０００を用いて、得
られた平板状の発泡成形品の突出しピン跡がない面（固定金型面側）について、ゲート側
の辺から１０ｍｍ内側を、流動直角方向に沿った線上の中央付近１２．５ｍｍにおける算
術平均粗さＲａを、ＪＩＳ　Ｂ　０６０１に準じて測定した。発泡成形品の算術平均粗さ
Ｒａと基準成形品の算術平均粗さＲａの比率（対基準Ｒａ比：発泡成形品のＲａ÷基準成
形品のＲａ）を求め、以下の基準で評価した。結果を表１に示した。
　４：１未満
　３：１以上２未満
　２：２以上３未満
　１：３以上
【００４２】
（ブリスター）
　得られた発泡成形品を、加熱式熱風恒温槽装置（株式会社いすゞ製作所製ＶＴＥＣ－７
５）を用いて、１５０℃で１時間加熱処理した。加熱処理後の発泡成形品の表面を目視で
観察し、ブリスターの有無を評価した。結果を表１に示した。
　２：ブリスターが全く発生しないか、ほとんど発生しない。
　１：著しくブリスターが発生する。
【００４３】
（曲げ強さの保持率）
　実施例及び比較例の発泡成形品、並びに基準成形品について、６０×６０×２ｍｍの平
板状の成形品から、６０×１２．６×２ｍｍの試験片を切り出し、エー・アンド・デイ社
製万能試験機ＲＴＣ－１３２５Ａを用いて、ＩＳＯ１７８に準拠して、試験速度１ｍｍ／
ｍｉｎ、荷重点Ｒ＝５ｍｍ、支持スパン３２ｍｍ、支点Ｒ＝２ｍｍにて３点曲げ中央荷重
法にて曲げ強さを測定した。得られた数値から、実施例及び比較例の発泡成形品の、基準
成形品に対する曲げ強さの保持率を算出し、以下の基準で判定した。結果を表１に示した
。
　３：保持率が９０％以上
　２：保持率が８０％以上９０％未満
　１：保持率が８０％未満
【００４４】
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【表１】
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